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本日の内容

２

∎ 1. 当社を取りまく事業環境

∎ 2. 通期業績・事業概況について

∎ 3. 中期経営計画(2022年5月発表)の概略
・進捗、株主還元について

‣Appendix ~事業紹介/企業情報~



3

1. 当社を取りまく事業環境
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1. 当社を取りまく事業環境

拡大する海上輸送需要

出典：Clarksons、総務省データベース他より当社作成

▮世界の海上貨物輸送量は、人口増加、経済成長、自由貿易拡大により、
30年間でほぼ3倍に増加（約40億トン→約120億トンへ）
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1. 当社を取りまく事業環境

▮ 日本の生活・産業は海外の物資に依存しており、輸出入の
ほぼ100％が海上輸送によるもの

‣ 日本の貿易量における海上輸送の割合‣ 主な資源の対外依存度

日本にとっての海運

エ
ネ
ル
ギ
ー
等

衣

食

住

鉄鉱石

石炭

原油

天然ガス

綿花

大豆

木材

100％

99.7％

99.6％

97.9％

100％

94％

64.2％

出典：SHIPPING NOW 2022-2023より当社作成

海 上 輸 送

99.6％

航 空 輸 送

0 . 5 ％
(399万トン)

(8億5,617万トン)
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川崎汽船グループを取りまく外部環境(2022年11月4日時点)

外部環境 想定されるリスク・機会 中計に基づいた対応

事業環境は、より不透明感が強まっている

• ロシア・ウクライナ情勢に起因する物価
高など経済への影響

• エネルギー禁輸措置などロシアに対する
経済制裁の範囲拡大

• 大型外航船への新たな CO2

排出規制に関する条約の適用

• 既存船への出力制限や燃費改善のた
め減速や付帯設備の追加の必要性な
どにより、環境対応船のメリット拡大

国際情勢

世界経済

パンデミック

脱炭素化に
関連する各種
規制の強化

⚫ 長期経営ビジョンに基づき、自社・
社会の低炭素・脱炭素化を事業機
会として捉え、成長を実現

⚫ 構造改革効果現出による市況耐
性の強化

⚫ ポートフォリオ戦略による各事業の
特性に応じた資源配分によって収
益力を強化

⚫ 顧客とともに「事業環境の変化」、
「エネルギーミックス転換期」に対応

⚫ グローバル社会のインフラを支える
海運会社として、安全・品質管理
体制の強化

• 急激な円安の進行
• 世界的なインフレの進行
• 欧米における金利上昇
• 資源価格の高騰

• 変異株の発生による世界的な感染者
数の増加

• 中国ゼロコロナ対策による影響

• 貨物によっては貿易への影響が懸念さ
れるものの、市況影響は軽微と見込む

• ロシアからのガス供給減長期化による
欧州製造業への影響

• サプライチェーン全体への負荷の継続や、
部品や半導体の不足などによる製品の
生産量減少

• 中国経済低迷・継続

• 調達コストの上昇などによる実体経済
の減速

• アジア圏での物価上昇及び米国経済
の後退

⚫ 欧米は米国金利上昇の影響や、エネルギー価格を含むインフレによる景気後退のリスク
⚫ アジアは欧米の景気後退による外需不足で楽観視できず、中国はゼロコロナ政策解除時期が鍵だが不動産市況はリスク要因
⚫ 今期後半から来期前半にかけて世界的に厳しい経済環境となる見通し

米国金融政策による
米国景気下押し

（想定以上の利上げ）

エネルギー価格
（欧州へのガス供給の悪化）

中国ゼロコロナ政策
解除遅れ

更なるリスク要因

1. 当社を取りまく事業環境
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2. 通期業績・事業概況について
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通期業績予想について (2022年11月4日時点)

∎2022年度通期業績予想と通期業績の推移

∎通期業績の推移

‣ 営業利益は主にドライバルク事業、自動車船事業が堅
調に推移し、2021年度比624億円増加の800億円を
見込む

‣ 経常利益はサプライチェーンの混乱の収束が進むことによ
り、コンテナ船市況の調整が一定程度予想されるものの、
堅調な収益レベルを維持し、加えて円安による影響を受
け7,100億円を見込む

‣ 当期純利益は経常利益の改善に伴い前年同期期比で
増加

∎通期業績 主な変動ポイント

▲ 2,000

▲ 1,000
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
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経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

(単位：億円）

2. 通期業績・事業概況について
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△106

23

131

134

18

158

65

41

161

0

200

400

600

800

1,000

1,200

93億円 82億円 450億円

自営事業改善ポイント(2022年11月時点)

455億円

1,080億円

経常損益
(億円)

*建設機械、農機、鉄道車両などの大型貨物, **新規契約獲得、配船効率化など, ***油価の影響を含む

455億円

①
②

➂

ドライバルク エネルギー資源 製品物流
(コンテナ除く)2021年度

（実績）

2022年度
（予想）

• 事業施策効果** ： 277億円

• 構造改革効果 ： 33億円

• ドライバルク ： 65億円

• エネルギー資源 ： 41億円

• 製品物流 ： 161億円

為替影響 自営事業収支改善

合計310億円合計267億円

455億円

310億円

267億円

①ドライバルク

②エネルギー資源

➂製品物流（コンテナ船を除く）

• 中長期契約による安定収益確保

• 不採算事業からの撤退による収益改善

• 運賃修復による収益性の改善
• 大型船の確保などにより船隊の競争力が向上
• COVID-19の影響から荷量は回復基調が継続

し、ひっ迫した需給状況が継続する見込み
• 既存貨物へのスペース供給を維持しつつ、新規貨

物、High & Heavy*貨物を戦略的に取り込む
• 航路網再編等による運航効率向上に継続して

取り組む

• グループ各社の知見と経験を生かしたグループ会
社協業によるビジネスを促進する

• グループ内事業とのシナジー創出に向けた取り組
みを継続

近海内航・港湾・物流

• 構造改革により船隊適正化を実現し、効率的な
運航・配船を実施し運航コストが削減

• 顧客密着の営業体制強化による中長期契約の
新規獲得により、安定収益が拡充

自動車船

625億円改善

市況・荷況・その他

合計48億円

***

• ドライバルク ：△106億円

• エネルギー資源 ： 23億円

• 製品物流 ： 131億円

48億円

2. 通期業績・事業概況について
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コンテナ船：コロナ禍以降のマーケット動向

‣行動変容（テレワーク普及など）

‣コト消費からモノ消費へ移行、各国政府による給付金支給

‣コロナウイルス感染拡大の影響による労働者不足

‣ターミナル、鉄道、トラック輸送遅延の連鎖

‣旺盛な需要の継続

‣インフレや景気後退懸念により、欧米を中心に需要の減退

‣港湾や内陸輸送における混雑の緩和傾向

‣2023年後半以降は新造船の竣工が増加傾向

2. 通期業績・事業概況について

巣ごもり需要

サプライチェーンの

目詰まり

需給への影響
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コンテナ船：SCFI（上海積みスポット運賃）推移
（

U
S
$
)

*SCFI：Shanghai Shipping Exchange  
*地中海・北欧州運賃はUS$/TEU、北米はUS$/FEU

▮欧米を中心とした荷動き需要の減退やサプライチェーン混乱の緩和により、市況はコロナ
禍前の水準に

出典：Clarksons
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北欧州

地中海

スエズ運河座礁事故

北米向け荷量回復

欧州向け荷量回復

欧米を中心に荷動き需要の減退

2. 通期業績・事業概況について
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アジアー北米航路 コンテナ貨物荷動き（2022年10月迄）

▮2022年1-10月累計の荷動き
‣ 2019年1-10月累計(コロナ禍前)対比：約25％増加
‣ 2020年1-10月累計対比：約25％増加
‣ 2021年1-10月累計対比：約5％増加
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出所：日本海事センター/Piers

2. 通期業績・事業概況について
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アジアー欧州航路 コンテナ貨物荷動き（2022年9月迄）

▮2022年1-9月累計の荷動き
‣ 2019年1-9月累計(コロナ禍前)対比：約5％減少
‣ 2020年1-9月累計対比：約2％増加
‣ 2021年1-9月累計対比：約5％減少
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2. 通期業績・事業概況について



14

コンテナ船：需給伸び率見通し

▮2022年の新造船の供給量は前年比+4.2％と限定的
▮2023年の新造船の供給見通しは前年比+8.2％、需要見通しは前年比+2.7%
▮2023年後半以降に新造船の供給増加が予想されているが、同年からのEEXI及

びCII規制(就航船の燃費＝GHG排出量を制限)により既存船の減速運航の導
入、老齢船の解撤促進により、供給の増加を一定程度は吸収できる見込み。

出典：Alphaliner December 2022

2. 通期業績・事業概況について

供給伸び率(右軸) 船腹供給量(左軸) 需要伸び率(右軸)(百万TEU)
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コンテナ船：既存船対比 新造船発注割合

出典：Alphaliner December 2022

▮既存船対比の新造船の発注割合は2022年11月時点で29.0％
▮過去の発注ブーム時との比較では引き続き低い水準に止まる
▮発注者も大半が事業者(船主やオペレーター)であり、過去とは異なる

2. 通期業績・事業概況について

既存船腹量 新造船発注量

既存船腹対比
新造船発注割合

29.0%
(2022年11月時点)

(百万TEU)



16

コンテナ船：船社数・規模の変化

▮2015年時点と比較して、合従連衡が進んだことで船社数は大きく減少。
▮運航船腹量が150万TEUを超える大手船社も7社に集約され、三大アライ

アンスの船社数もそれぞれ減少しており、より機動的な配船サービスを提供。

2. 通期業績・事業概況について
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ドライバルク: コロナ禍以降のマーケット動向

需給の変化

‣初期のコロナ感染拡大後、中国はじめ各国の経済刺激策

‣中国による豪州炭輸入禁止と代替ソースに伴うトンマイル増加

‣中国による穀物(特にトウモロコシ)輸入増加の動き

滞船の増加

‣船員交代など積み地での受け入れ制限もあり運航効率の悪化

‣各国港湾での検疫・PCR検査強化による滞船の増加

‣コンテナ船スペース不足の影響で、穀物などの貨物シフトもあり、
需給は総じてタイトに推移。

需給への影響

‣中国のゼロコロナ政策や内需停滞により鉄鉱石需要の低迷

‣ウクライナ情勢による穀物や石炭の代替ソースに伴うトンマイ
ル増加

‣新造船の竣工は当面限定的

2. 通期業績・事業概況について
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ドライバルク：BDI（バルチックドライバルク指数）推移

（BCI/BPI/BSI/BHSI：US$)

▮足元ではゼロコロナ政策を背景とした中国の景気減速を受けてCAPESIZEは低位で推移。
▮中小型船はウクライナ情勢を背景とした代替輸送需要からトンマイルが延び堅調に推移。

出典：Clarksons

（BDI：ポイント)
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BCI（左軸） BPI（左軸） BSI（左軸） BHSI（左軸） BDI（右軸）

*BCI：Baltic Exchange Capesize Index
*BPI：Baltic Exchange Panamax Index
*BSI：Baltic Exchange Supramax Index
*BHSI：Baltic Exchange Handysize Index
*BDI：Baltic Exchange Dry Index

2. 通期業績・事業概況について
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ドライバルク：需給動向

▮各船型の船腹量の対前年成長率は過去20年で最低レベルで推移
▮需給バランスも2023年以降は需要が供給を上回る見通し

‣ドライバルク需給伸び率予想
(2022年11月時点)

‣ドライバルク船腹量 対前年成長率
(2022年11月時点)

出典:Clarksons

ドライバルク トンマイル貿易量伸び率

ドライバルク船隊伸び率

2. 通期業績・事業概況について
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自動車船: コロナ禍以降のマーケット動向

需給の変化

‣初期のコロナ感染拡大を受けて自動車生産台数の大幅減少

‣各船社による自動車船の減船対応

継続する

減産

‣コロナ感染拡大によるサプライヤーの稼働率低下に伴う部品不
足、世界的な半導体不足

‣中国出し海上荷動きなどが増加傾向にある中、減船対応の影
響もあり徐々に船腹需給がタイト化

需給への影響

‣部品不足は緩和傾向にあり、海上荷動きがコロナ禍前
(2019年)の水準に戻るのは24年頃と予想

‣中国出し海上荷動きは継続して増加傾向

‣新造船の竣工は当面限定的

2. 通期業績・事業概況について
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自動車船：当社自動車船 サイズ別船隊推移

2. 通期業績・事業概況について

▮20年度に老齢船・小型船を中心に減船を実施。
▮今後はLNG燃料やゼロエミッション燃料の大型船を整備する方針。
▮23/24年度に計5隻の大型船が竣工予定
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自動車船：当社自動車輸送台数推移

2. 通期業績・事業概況について

▮20年度は上期にコロナ感染拡大の影響を大きく受け、対前年比で輸送台
数は大きく減少したが、その後回復基調で22年度は約330万台を見込む。
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自動車船：自動車世界海上荷動き推移 (業界全体仕出し地別)

2. 通期業績・事業概況について

*S&P Global Automotiveデータ(2022年10月アップデート)から当社作成

世界販売台数 (単位：千台)

▮全体の海上荷動き2022年は2019年比約12%減少に留まる
▮仕出し地別では中国の伸びが著しい

世界海上荷動き (単位：千台)
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3. 中期経営計画(2022年5月発表)の
概略・進捗、株主還元について
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当社グループとしての
資本効率の最適化と
戦略的な資金調達が
可能となる財務の健全
性を両立

ROEが持続的に
10％以上を達成

経営管理指標

企業価値の最大化に向けて経営指標を管理

FY26には自営事業と
コンテナ船事業の収益
力をバランス

経常利益：1,400億円

ROE 収支目標

株主還元方針

最適資本構成

最適資本構成を常に意識し、企業価値向上に必要な投資及び財務の健全性を
確保のうえ、適正資本を超える部分についてはキャッシュフローも踏まえて積極的
に自己株式取得を含めた株主還元を進める

中計期間で4,000-5,000億円規模

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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顧客 株主
多様な

ステークホルダー

更なる成長と企業価値向上

企業成長・企業価値最大化に向けた対応方針

⚫ 主要事業の一つ
⚫ 株主として関与を継続してゆく

⚫ 低炭素・脱炭素需要の取り込み
⚫ ポートフォリオ戦略
⚫ 経営資源の鉄鋼原料・LNG船・

自動車船への重点配分

経営管理の高度化

キャッシュフローを意識した最適資本構成を常に意識し
資本効率と財務健全性を両立

事業成長と最適資本政策による
企業価値向上

環境・技術
デジタライゼーション

推進
人材安全・品質

自営事業 コンテナ船事業

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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全社戦略：本中計の前提となるポートフォリオ上の事業区分

コンテナ船 風力発電支援船
事業等

電力炭

VLGC・VLCC

鉄鋼原料

自動車船

LNG輸送船

バルクキャリア

近海内航

港湾・物流

役割
環境対応を機会と
して成長を実現し
全社収益の柱に
なること

既存・新規顧客での
シェア獲得

市場成長を上回る高
成長

全社収益の安定化 当社ケイパビリティの活
用・進化が可能な事
業領域の拡張

顧客のエネルギー
ミックス転換に貢献
しつつ、事業構造を転
換

市況耐性を高め、
安定収益確保

シナジーを追求した事
業戦略

経営資源を
集中的に配分

ライトアセット化
（バルクキャリア）

継続的な人的支援と
経営ガバナンスへの関
与を通じた
企業価値の最大化

川崎汽船及び
グループ会社との
シナジー追求

対象事業

戦略的
方向性

成長を
牽引する役割

稼ぐ力の
磨き上げで

貢献する役割

スムーズな
エネルギー転換を
サポートし新たな

事業機会を担う役割

株主として
事業を支え
収益基盤を

安定させる役割

当社の強みを
生かせる分野での
新規事業領域の

拡大

事業リスクの最小化

代替燃料需要への対
応

戦略的な事業資産の
入れ替えは継続的に検討

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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“環境”と“成長を牽引する役割”に重点を置いた投資計画

長期経営ビジョンの達成に向け、低炭素･脱炭素化を機会とした競争優位性の確立を実現

• 代替燃料船舶：2,500億円

– 2026年までにLNG燃料船に加えて、LPGやアンモニアなどの
代替燃料船舶19隻の追加投入を見据えた船舶投資への着手

– 2030年前半には、代替燃料船舶の運航規模を約60隻に拡大し、
環境対応を軸とした競争優位性の確立を目指す

• 環境対応付加物：250億円

– Seawing搭載

– スクラバー、バラスト水処理装置搭載

– 他環境対応技術の実装拡大

• 成長を牽引する役割を担う事業に対し事業投資の約８割、
環境投資に対し６割以上の投資予算を配分

• 環境投資は自社の低炭素・脱炭素化推進に2,750億円、
社会の低炭素・脱炭素化推進：350億円

• 戦略投資枠（環境・技術・デジタル）：250億円

• 低炭素に資する新事業：100億円

自社の低炭素・脱炭素化推進

社会の低炭素・脱炭素化推進環境投資として５か年で3,100億円を計画

その他代替投資等

環境投資

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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キャッシュアロケーション

鉄鋼原料、自動車船、LNG輸送船に
対して、低炭素・脱炭素化を含めた
事業機会への投資を実施

中計期間（FY22-26）で
累計4,000-5,000億円規模
の株主還元を実施
‣前半３年間(FY22-24)に関しては業績見通し
等を総合的に勘案し、追加株主還元については追
加配当及び自己株式取得について機動的に実施
する見通し
‣FY25以降については、営業CF・投資CFの変動
に応じて適切なタイミング・還元手段をもって実行

最適資本構成に基づく中長期的な事業環境変化を捉えた成長投資・資本効率の最適化と、
財務基盤の維持・向上、株主還元に対する資源配分を戦略的に実行

∎ キャッシュアロケーションの内訳イメージ

事業投資

最適な資本構成を
目指すために、
負債・自己資本を
適切に活用

財務基盤の強化

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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株主還元について (2022年11月時点)
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2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（予想）

（当期純損益：億円）

中間配当 期末配当 親会社株主に帰属する当期純損益

親会社株主に帰属する当期純損益と配当の推移(１株当たり配当:円)

‣ 株式の取得価額の総額1,000億円(上限)及び取得する株式の総数35,236,000株(上限)として自己株式取得を実施
‣ 取得方法:自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)及び株式会社東京証券取引所における市場買付け
‣ 取得期間:2022年11月８日から2023年３月31日まで
‣ 今回取得する自己株式については、原則として消却を予定

▮ 2023年3月期(2022年度) 配当予想

中間配当 １株当たり３００円(株式分割前基準)

期末配当 １株当たり１００円を予定(株式分割後基準)

※ 当社は、2017年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。
※ 2022年度（予想）は株式分割前基準で表示。

※ 当社は、2022年9月30日を基準日として、普通株式１ 株につき３株の割合で株式分割を行っております。

▮ 2023年3月期(2022年度) 自己株式取得

▮ 下期業績動向や将来の営業キャッシュフローおよび資金需要を考慮のうえ、期末配当を含む追加的
な株主還元策を今後検討

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について



31

∎ 第三者機関からの高い評価
CDPの「気候変動Ａリスト」企業に6年連続で認定:CDP Aリストは世界の海運会社で２社のみ

SBT認定取得:日本海運業における認定取得企業は２社のみ

低炭素・脱炭素社会への貢献：GHG削減に向けた活動指針

50%

IMO目標であるCO2排出効率40%
改善を上回る50%改善を目指す

（2008年比）

IMO目標である排出総量半減に対し
GHG排出量ネットゼロに挑戦

0%

• 社会の低炭素・脱炭素化に貢献する新ビジネスの展開・拡大を推進

• 顧客のエネルギーミックス転換による低炭素・脱炭素化をサポート

2030年の独自目標達成に向けて
順調に進捗

直近の実績・計画 2030年目標 2050年目標

IMO目標を超える独自目標を設定し、自社・社会の低炭素・脱炭素化に向けた活動を推進

• 自社の低炭素・脱炭素化

– LNG燃料船の導入拡大、アンモニア・
水素燃料等のゼロエミッション船の導入

– 自動カイトシステムSeawingの活用

– K-IMS（統合船舶運航・性能管理
システム）による効率運航強化 など

• 社会の低炭素・脱炭素化

– 洋上風力発電事業支援

– 水素・アンモニア輸送事業への参画・
燃料供給ネットワークの構築 など

※ 2022年12月に、当社はCDP Aリストに7年連続で選定されました。

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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安全・船舶品質管理環境・技術

環境・技術、安全・船舶品質管理

• 米国・欧州・シンガポール３拠点による安全・品質管理体制
の構築

• K-IMSを活用した安全航海・機関診断監視センターの構築

• 各拠点をRegional Headとする
地域密着型の顧客サポート体制の構築

*ベアリングAI：Bearing社の提供するAI（人工知能）。ベアリング社は海事産業向けAIのベンチャー企業で、世界で最も先進的なAI技術にアクセス可能であり高精度なデータ解析サービスを提供している。

• LNG 燃料焚き
バッテリー搭載
省エネ型バルク
キャリアの概念設
計を確立し、日
本海事協会から、
設計基本承認
を取得

将来の次世代型バルクキャリアイメージ図

∎ 新技術の追求と、検討・実証から実装に向けた
対応強化の両軸での取組み継続

∎ グローバルに展開する海上輸送と、世界に点在する地域
限定事業（バンカリング事業、洋上風力発電事業）双
方の安全・品質管理を網羅する組織体制の強化

風通しの良い企業文化が繋ぐ安全運航
“K”AREプログラムの導入

各船種でSeawing搭載を進める Seawingの船上実証実験

• Seawingを主とする自社の低炭素･脱炭素化を実現する省
エネ技術の実装拡大と新たな省エネ技術の開発

• 自律運航の開発深度化、ベアリングAI*導入を含む
船舶運航・管理システム「K-IMS」再構築

• LNG・アンモニア等やバイオ燃料Drop-in等の燃料供給ネット
ワークの整備

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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鉄鋼原料

‣燃料転換ニーズを捉え
て、顧客密着型営業・
投資で事業・収益基
盤を拡充

電力炭

‣提案営業を通じたエネ
ルギーミックス転換への
支援と、アンモニア等新
エネルギー輸送需要獲
得に向けた具体的な
取組み

バルクキャリア

‣市況耐性向上による
収益化構造の変換と、
アジア地域における顧
客基盤の強化

コンテナ船
‣株主として継続的な人

的支援と経営ガバナン
スへの関与強化するこ
とでONEの発展に寄与
する

風力発電支援船事業
等
‣ケイラインウインドサービ

ス(KWS)事業の進展
に加えて、CCS*、CO2

輸送実証事業および
船舶向けアンモニア燃
料供給に向けた調査
継続

自動車船

‣代替燃料船舶による
環境対応、新たな需
要の取り込み

VLGC・VLCC

‣LNG燃料と重油の
Dual Fuel VLCCの
導入の検討を開始

近海内航
港湾・物流
‣グループ会社間のシナ

ジー創出に向けた取組
み継続

LNG輸送船
‣既存事業拡大に加え

て、アジアの需要取り
込み

事業戦略の進捗状況

成長を
牽引する役割

稼ぐ力の
磨き上げで

貢献する役割

スムーズな
エネルギー転換を
サポートし新たな

事業機会を担う役割

株主として
事業を支え
収益基盤を

安定させる役割

当社の強みを
生かせる分野での
新規事業領域の

拡大

中期経営計画での各事業の役割に従って取り組み中

*Carbon Capture and Storage

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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事業戦略の進捗：成長を牽引する役割

鉄鋼原料

事業戦略の進捗

∎ LNG燃料、ゼロエミッション船による燃料転換ニーズを捉えて、顧客密
着型営業・投資で事業・収益基盤を拡充

*Emirates Global Aluminium社, **Memorandum of Understanding,  ***Contract of Affreightment

‣ EGA社*、JSW社と脱炭素化に向けた共同研究/包括協議に関するMOU**を締結

‣ JSW STEEL社とインド内航連続航海長期契約を締結、その他中短期COA***契
約の更改を着実に実施

‣ カイト（Seawing）初号機のケープサイズバルカーへの搭載を2022年12月に
スタート。２号機を2024年竣工のLNG燃料船に搭載決定

‣ グリーンイノベーション基金事業に採択されているアンモニア燃料船の開発と社会実装
に向けた共同プロジェクトを推進

成長を
牽引する役割

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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事業戦略の進捗：成長を牽引する役割

事業戦略の進捗

自動車船

∎ 船舶大型化による輸送キャパシティ拡大と代替燃料船舶による環境対
応、新興BEVメーカーなど新たな需要の取り込み

‣ 既存完成車OEM輸送基盤の拡充と、拡大する新興BEV需要取り込みに戦略的
対応実施

‣ 運賃修復による収益性の改善と、High & Heavy貨物の着実な増加により、収益
積上げを継続

‣ 世界経済動向、荷動き需要変化に対応する船隊/配船柔軟性を維持

‣ 組織営業・環境営業体制強化に向けたチームを設置し、取組みを推進

‣ 2022 年 4 月から川崎汽船グループとして国内初となる完成車ターミナル「横浜港
大黒 C-４ ターミナル」の運営を開始

鉄鋼原料船
成長を

牽引する役割

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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事業戦略の進捗：成長を牽引する役割

事業戦略の進捗

LNG輸送船

∎ 最大の事業規模を誇るカタールでの事業拡大を軸に､拡大するアジア
需要を取り込み

‣ カタール国営エネルギー会社 QatarEnergy 向けLNG 船12隻の大型長期定期
傭船契約・造船契約締結

‣ マレーシア国営石油ガス会社 PETRONAS グループ向け LNG 船“LAGENDA 
SURIA”、“LAGENDA SERENITY”竣工

‣ 当社参画のLNG船は現在44隻、これを2025年頃に竣工前の既発注船も含めて
70隻程の船隊規模に拡大する計画。計画は順調に推移中

鉄鋼原料船
成長を

牽引する役割

3. 中期経営計画(2022年5月発表) の概略・進捗、株主還元について
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ご清聴ありがとうございました。
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Appendix ~事業紹介/企業情報~
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会社紹介

沿革～挑戦・変革の連続～

川崎汽船設立

当社初のフルコンテナ船
「ごうるでんげいとぶりっじ」
竣工

日本初の自動車専用船
「第十とよた丸」竣工

日本籍初のLNG船
「尾州丸」竣工

北米で日本船社初の
ダブルスタックトレイン
(コンテナ2段積み鉄道
輸送)サービス開始

電力炭輸送船
「CORONA ACE」竣工
幅広浅喫水で日本の石
炭火力発電所向け船型
のスタンダードに

創立100周年

HySTRAに加入
世界初の液化水素運搬船の
実証試験に参画

風力利用の自動カイトシステム
「Seawing」搭載を決定

国内初 の LNG燃料供給船
「かぐや」竣工

1919

1968

1970

1983

1986

1994

2018

2019

2020

環境フラッグシップ「DRIVE 
GREEN HIGHWAY」竣工

2016

Ocean Network
Express（ONE）スタート

2021 LNG燃料自動車専用船
「CENTURY HIGHWAY 
GREEN」竣工
国内初のトランジション・ファイナ
ンス（脱炭素に向けた移行ファ
イナンス）を導入

「“K”LINE 環境ビジョン
2050 」 2050年目標改定

シンガポール初となる LNG 燃料
供給船「FUELNG BELLINA」
の船舶管理を開始

2015

環境長期指針「“K” LINE
環境ビジョン2050」策定

14,000TEU型コンテナ船
「MILLAU BRIDGE」竣工

2022 世界初のCCS(CO2回収貯留)
プロジェクトである液化CO2船
2隻の長期契約を締結

CDP「気候変動」分野で最高
評価「Aリスト」に7年連続選定
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ドライバルク

セグメント

エネルギー資

源セグメント

製品物流セ

グメント

ドライバルク

170

油槽船

12電力炭船

26

LNG船 44

海洋掘削

船 1
FPSO 1

LNG燃料

供給船 1

自動車船

86

近海・内航船

43

コンテナ船

41

会社紹介

グループ運航船舶 (2022年9月末時点)

海洋掘削船

ドライバルク船

自動車船

近海・内航船

LNG船

コンテナ船

電力炭船

油槽船

合計
425隻

FPSO

LNG燃料供給船

▮ 総合海運会社として様々な種類の船舶を運航しています。
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⚫ 鉄鉱石・石炭・穀物の3大貨物の他、木
材・ニッケル・製紙原料などバラ積み貨
物を輸送。

⚫ 日本向けの輸送に加え、中国、インドなどの新
興国向けや、大西洋水域での三国間輸送も
積極的に展開。

⚫ 同事業規模は世界でもトップクラス。

ドライバルクセグメント (鉄鋼原料/バルクキャリア事業)

事業紹介

ケープサイズ

パナマックス
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⚫ 油槽船事業は原油やLPG（液化石油ガ
ス）など石油関連の海上輸送を担う。

⚫ 培われた技術と安全運航を強みとし、
国内外顧客向けにグローバルな事業を
展開。

⚫ 大型原油タンカー（VLCC）は一度に34

万キロリットルの原油を運ぶ事が可能。

エネルギー資源セグメント (油槽船/燃料事業)

事業紹介

液化水素運搬船「すいそ ふろんてぃあ」
（写真提供：川崎重工業株式会社）

⚫ 燃料事業は燃料調達に加え、LNG燃料供
給の事業化、アンモニア燃料供給の共同
検討、液化水素運搬船の実証試験に取り
組み、環境負荷の低減に貢献。

⚫ 2020年10月に、合弁会社を通じて、中部
地区における船舶向けの LNG 燃料供給
事業開始

⚫ 2021年2月にシンガポール初となるLNG

燃料供給船「FUELNG BELLINA」の船舶
管理を開始。

LNG燃料供給船
“FUELING BELLINA”

油槽船(VLCC) LPG船
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⚫ 火力発電所の燃料として使用する石炭を
輸送する電力炭船は、日本の火力発電所
の寄港制限に合わせて独自に開発した幅
広浅喫水の石炭輸送専用船隊「コロナシ
リーズ」により、日本国内と台湾の電力
会社向けに主にオーストラリアやインド
ネシアから安全かつ安定的に輸送。

⚫ 海洋事業は、当社が参画するドリルシッ
プはブラジル沖、FPSOはガーナ沖で稼働。

⚫ ”世界初“ 船上CO2回収装置の実証試験
(“CC-Ocean”プロジェクト)を実施、排ガス
からのCO2分離・回収に成功。

エネルギー資源セグメント (海洋・電力事業)

事業紹介

海洋掘削船
（ドリルシップ）

油田・天然ガス田の探査掘削などを目
的とした浮体式海洋掘削装置の一種。

FPSO
(Floating Production, Storage 
and Offloading system: 浮体式
海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備）

船上CO2回収装置と “CC-Ocean”

（Carbon Capture on the Ocean）
プロジェクトロゴ

コロナシリーズ
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エネルギー資源セグメント (LNG船/カーボンニュートラル事業)

事業紹介

⚫ LNG(液化天然ガス)船事業は、クリーンエネル
ギーとして世界的に需要が広がるLNGの輸送
をグローバルに提供。液化された天然ガスを
マイナス162度に冷却した状態で輸送。高度
な安全性が求められる。同事業規模は世界でも

トップクラス

⚫ カーボンニュートラル事業においては、洋上風力を含
む再生エネルギー関連事業、二酸化炭素回収・利
用・貯留 (CCUS)事業、燃料転換事業、カーボンオ
フセット関連事業など、CO2ネットゼロに向けた事業
展開を促進。

・2022年12月に、当社子会社を
通じて、Northern Lights JV 
DA社(海外エネルギー大手3社が
出資する合弁会社)と7,500m3
の液化CO2船2隻の長期契約を
締結。世界初のCO2回収貯留プ
ロジェクトに従事する予定。

・2021年6月に、川崎近海汽船
株式会社との洋上風力発電向け
作業船事業会社(ケイライン・ウイ
ンド・サービス株式会社)を設立。
2022年8月に五洋建設と洋上風
力の建設・保守分野における船舶
管理業に関する協業についての覚
書を締結。

液化CO2船(画像提供：Norhtern Lights社）

オフショア支援船 “あかつき”

LNG船
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⚫ 自動車船事業は、自動車輸送のパイオニア
として、乗用車やトラックなどの完成車の
安全かつ迅速な輸送サービスを提供。自動
車のほか、建設機械や鉄道車両などのRORO
貨物（シャーシなどを使って積み上げされ
る貨物）輸送も強化。

⚫ 環境対応にも配慮しながら船隊整備に取り
組み、当社初のLNGを燃料とする自動車専
用船「CENTURY HIGHWAY GREEN」が2021

年3月竣工。

製品物流セグメント (自動車船事業)

事業紹介

CENTURY HIGHWAY GREEN

鉄道車両の荷役作業
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⚫ 物流事業では、海上貨物輸送のみならず、航空貨物輸送、曳船、陸上輸送、倉庫事業、自動車部品
から完成車まで扱う自動車物流等、お客さまのさまざまなニーズに応えた総合物流事業を展開。

⚫ 港湾事業では、国内4港（東京、横浜、大阪、神戸）でコンテナターミナルも運営。

製品物流セグメント (物流・港湾事業)

事業紹介
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製品物流セグメント (近海・内航事業)

事業紹介

⚫ 近海・内航事業は、2022年6月に完全
子会社化した川崎近海汽船株式会社に
て、国内旅客フェリー、RORO船、鉄
鋼向け石灰石専用船、電力向けの石炭
専用船、一般貨物船などで国内の海上
輸送、またアジア発着の貨物向けに一
般貨物船やバルク船も運航。

⚫ 日本近海におけるオフショア支援船事
業にも参入し事業を拡充。(以下、写
真)

オフショア支援船 “あかつき”

国内旅客フェリー

内航RORO船
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製品物流セグメント (コンテナ船事業)

事業紹介

⚫ 国際規格のコンテナを利用することで、
家具、衣料品、生鮮食料品など多様な
貨物を、内陸も含めて効率よく輸送。

⚫ 2018年4月以降、邦船3社で設立した
ONE社へ事業を統合。

⚫ 統合により約150万TEU、世界第7位、
グローバルシェア約6％へと規模を拡大、
競争力を強化。
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事業拠点

企業情報
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企業情報

会社情報
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企業情報

ウェブサイト・開示物のご案内

▮当社のウェブサイトでは、より詳細な情報を提供しておりますので、ぜひご覧ください。

‣ 投資家情報サイト
‣ FACTBOOK

‣ “K”LINE 環境ビジョン2050

‣ 統合報告書
(“K”LINE REPORT)

https://www.kline.co.jp/ja/ir.html

https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/fact.html

https://www.kline.co.jp/ja/csr/environment/management.html#002

https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report.html

‣ サステナビリティ・ブックレット

https://www.kline.co.jp/ja/csr/group/booklet.html

‣ ESGデータブック

https://www.kline.co.jp/ja/csr/esg.html
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【免責事項】
本資料は投資判断の参考となる情報提供のみを目的とし、当社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。
投資に関する決定は、投資家ご自身の判断において行われるようお願いします。

【見通しに関する注意事項】
本資料には将来についての予想や見通しが含まれておりますが、これらは当社が現時点で入手可能な情報に基づいて
おり、経済動向、海運業界需給、燃料価格、為替相場等の動向により変動することをご了承下さい。


